
整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（宮城県　平成３０年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

栗原
市

農事組
合法人
高清水
養豚組
合

飼料用
米(養
豚)

受益農家
が給与す
る飼料中
の穀物の
国産率を
6.08ポイ
ント増加

110.00%

9062t/
8181t

110.00%

9494t/
8559t

128.63%

12997t/
10104t

141.27%

9979t/
7064t

131.72%

12325t/
9357t

131.47%

10945t/
8325t

116.08%

13582t/
11701t

353.1%

受益農家が給
与する飼料中
の穀物の国産
率が21.47ﾎﾟｲ
ﾝﾄ増加した。

飼料用
米(養
豚)

受益農家
における
濃厚飼料
相当の購
入費（全
国平均と
の比）を
5.0ポイン
ト削減

96.00%

54900円/
57232円

66.81%

46500円/
69603円

68.66%

46800円/
68158円

66.82%

42300円/
63300円

68.83%

44600円/
64800円

72.21%

48400円/
67023円

91.00%

42000円/
46100円

475.8%

受益農家におけ
る濃厚飼料相当
の購入費が，直
近の全国の数値
の平均に対して
23.8ﾎﾟｲﾝﾄ削減

された。

共同利用
施設整備
(飼料用米
加工施設
建屋，籾
米・玄米
等保管ﾀﾝ
ｸ，籾摺
機，石抜
機，破砕
機，計量
機，搬送
設備，集
塵機，電
気操作盤)

114,651,720 53,079,000 61,572,720
平成27

年

3月27日

30年度産米（令和元年度使用
予定）のうち，個人農家から
の約140t，全農契約約700t，
JAみどりの約600t，JA栗っこ
約300tの内665tを3月までに仕
入れた。順調に飼料転換は出
来ているが，年々農家の飼料
米の栽培面積が変化し流通量
が減り，確保することが困難
になってきている。飼料米を
安定して確保供給できるよう
施策を考えて欲しい。

成果目標は２点とも目
標値を大きく上回り，
成果は十分に達成して
いると評価する。
一方，処理量は施設能
力に対して余裕がある
が，供給量が不足して
いることが要因である
とのことから，県とし
ても需給調整の支援を
図りたい。 ※自給飼

料関連施
設のため
目標年度
は６年以

内

（対象
作物・
畜種等
名）①

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容②

成果目標
の具体的
な内容①

５年後
（平成30

年）

別紙様式２号

事業実施主体の評価

３年後
（平成28
年）

２年後
（平成27

年）

２年後
（平成27
年）

事業実施後の状況①

３年後
（平成28
年）

目標値
（平成30

年）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

事業実施後の状況②

計画時
（平成25
年）

完了
年月
日

達成率

１年後
（平成26

年）

目標値
（平成30
年）

成果目標の具
体的な実績①

５年後
（平成30
年）

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

成果目標の具体
的な実績②

計画時
（平成25
年）

都道府県の評価

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

４年後
（平成29
年）

４年後
（平成29

年）

負担区分（円）

１年後
（平成26
年）



整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（宮城県　平成30年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

松島
町

マキシ
マ

ファー
ム株式
会社

野菜
(ﾄﾏﾄ)

全出荷量
に占める
契約取引
の割合を
33ﾎﾟｲﾝﾄ
増加

50.0%

165t/
330t

82.7%

156t/
179t

89.9%

116.9t/
130t

87.4%

146t/
167t

83.0%

274t/
330t

113.3%

　全農みや
ぎ・塩釜卸売
市場に多くを
出荷している
が、取引先か
らの注文に応
じ市場等へ出
荷している。
このため、市
場出荷であっ
ても固定の取
引先への出荷
が多数を占め
ている。
　今後も取引
先を維持する
とともに、生
産・出荷量を
増やしてい
く。

農畜産
物輸出
に向け
た体制
整備
(ﾄﾏﾄ)

全出荷量
に占める
輸出向け
出荷量の
割合を10%
増加

0% 0%

0t/
179t

0%

0t/
130t

0%

0t/
167t

10%

33t/
330t

0%

　各種商談会に
参加し、生鮮ト
マト（大玉／中
玉／ミニ／アイ
コ／フラガー
ル）およびトマ
トジュースをア
ピールしたが、
いずれも成約ま
では至らなかっ
た。
　生鮮品の引き
合いは弱いが、
高糖度のフラ
ガールは比較的
印象はよかっ
た。今後も成約
に至るよう、地
道に商談会へ参
加し続けていき
たい。

生産技術
高度化施
設（ダッ
チライト
型ガラス
ハウス
10,786
㎡）

761,400,000 349,700,000 0 0 411,700,000
平成28

年

6月30日

　以前より活用している販路
に加え、新規スーパー等の顧
客が増えており、販売先の
87％が事前に決まっている。
また、大手量販店との取引が
あり、安定した販売が行われ
ている。
　輸出事業については、輸出
コストや検疫面でのハードル
の高さ、食文化の違い等によ
り難しい状態にある。商談会
や外国向けの品種の栽培など
にも積極的に取り組んでお
り、今後とも、輸出事業の実
現に向けて可能性を模索して
いく。

　着実に契約先が増
え、出荷量に占める契
約取引は高いが、栽培
や作業管理の面で苦労
し、収量が目標値まで
達していない。今後増
収に向け、技術指導等
を行うため関係機関と
の定例会を行う予定。
　輸出や作業管理面徹
底のため、H30.3にG-
GAPを取得。さらに、国
ごとの規制の違いや輸
出に向けた課題を整理
し、関係機関とともに
指導助言を行う。

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成27
年）

１年後
（平成28
年）

２年後
（平成29
年）

３年後
（平成30
年）

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成27
年）

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

目標値
（平成30

年）
達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

１年後
（平成28

年）

２年後
（平成29

年）

３年後
（平成30
年）

目標値
（平成30
年）

別紙様式２号
都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

事業実施後の状況①

成果目標の具
体的な実績①

成果目標
の具体的
な内容②

事業実施後の状況②

成果目標の具体
的な実績②



整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（宮城県　平成30年度）

メ
ニュー
①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

大崎
市

古川農
業協同
組合

土地利
用型作
物（豆
類）

豆類の契
約栽培比
率が事業
開始年前
年（前5
中3）と
比較して
3ポイン
ト以上向
上

81%

〈前5中

3〉

H21 86.7%

H22 80.1%

H23 75.1%

H24 76.1%

H25 99.8%

98.5%

〈38,706
.5/

39,290
俵〉

97.6%

〈30,076
/

30,803
俵〉

100.0%

〈36,094
/

36,094
俵〉

96%

〈53,126
/

55,340
俵〉

126.6%
実需が求めて
いる品種の作
付けにより、
契約栽培比率
が向上した。

土地利
用型作
物（豆
類）

豆類の単
収が事業
開始前年
（前５中
３）と比
較して
２％以上
増加

205kg

〈前5中

3〉

H21 177kg

H22 219kg

H23 219kg

H24 239kg

H25 164kg

172.4kg

〈2,372,
370kg

/1,375.8
ha〉

136.9kg

〈1,861,
350kg

/1,359.4
ha〉

162.5kg

〈2,178,
420kg

/1,340.3
ha〉

226kg

〈3,344,
800kg

/1,480ha
〉

-202.4%

適期播種や湿害
回避対策、雑草
対策を栽培講習
会、現地検討会
の開催を通じ
て、
指導をし単収の
向上を図った
が、天候不順に
より収量が減少
した。

乾燥調製
施設
226.26
㎡、処理
量
1,588t、
荷受設備
(２ｔホッ
パー、粗
選機、荷
受計量
機)、乾燥
設備(８ｔ
汎用型遠
赤乾燥機
×６基)、
タンク設
備(放冷タ
ンク８t×
６基)、出
荷設備(計
量タンク
２ｔ×１
室、フレ
コンス
ケール)、
排塵・付
帯設備等

160,411,616 59,827,000 0 0 100,584,616
平成28

年

7月15日

　実需が求める作付け品種の
選定により、契約栽培の比率
は向上し目標を上回った。ま
た、平均単収を向上するため
に、栽培講習会等の指導を
行ったが、天候不順の影響も
あり、成果目標に対しては成
果が見られなかったが、施設
の稼動には大きく貢献した。
　今後，湿害回避のための技
術対策や堆肥等の有機質資材
の施用による土づくりについ
て，県や関係機関と連携して
取り組みを強化していく。

契約栽培割合の向上に
向けて，実需者との播
種前契約や高品質大豆
の安定生産が図られ，
成果が達成された。
単収増加に向けては，
天候の影響で目標達成
に至らなかったが，湿
害等への技術対策の指
導・徹底が十分ではな
かったと考えられる。
施設は導入初年度から
順調に稼働しており，
面積規模に応じた適期
の乾燥・調製が可能と
なった。
　地力の維持・向上の
ためには、堆肥等の有
機質資材の定期的な施
用が必要であり，地力
の増進だけでなく，土
壌の透水性や通気性の
改善による湿害回避に
も有効である。今後
は，効果が見込める土
づくりのための技術指
導（堆肥の質や種類，
施用量等），普及啓発
のための活動を継続し
て行っていくこととす
る。

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

４年後
（平成30
年）

目標値
（平成30
年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成26
年）

２年後
（平成28
年）

事業完了
年度

事業実施後の状況②

成果目標の具体
的な実績②

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

３年後
（平成29
年）

４年後
（平成30
年）

目標値
（平成30

年）
達成率

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目標
の具体的
な内容①

事業実施後の状況①

成果目標の具
体的な実績①

成果目標
の具体的
な内容②

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成26
年）

２年後
（平成28

年）
事業完了

年度

３年後
（平成29

年）

別紙様式２号
都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書



144.4%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

評価対象地区のすべての成果目標で未達成となった。特に，環境保全型農業の取組については目標値を大幅に下回っていることから，今後は早期の目標達成に向け，各事業実施主体への指導を重点的に行う。

都道府県
平均達成率

評価対象地区３地区のうち１地区は目標を達成したが，２地区は未達成であり（１つのみ目標を達成）、県全体としては達成となった。目標未達成の２地区に対しては、今後、関係機関内で課題を共有し、販路開拓や栽培技術向上のための支援を強化し，早期の目標達成に向け事業
実施主体への指導を重点的に行う。


